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明 細 書

発 明の名称 ：圧縮機及 びそれ を用 いた冷凍サ イクル装置

技術分野

[0001 ] 本発 明は、地球温 暖化係数の低 い炭素間 に二重結合 を有す るハ イ ドロフル

ォ ロォ レフインを主体 と した冷媒 を作動冷媒 と したルーム エア コン、冷蔵庫

、空気調和装置 に組み込 まれ る圧縮機及 びそれ を用 いた冷凍サ イクル装置 の

信頼性 向上 に関す る。

背景技術

[0002] 従 来の圧縮機 、及 びそれ を用 いた冷凍サ イクル装置 では、作動冷媒 と して

オ ゾン層破壊係数ゼ ロの H F C (ハ イ ド口フルォ ロカーボ ン）系冷媒 （以下

、 H F C 系冷媒 と称す る） を使用す るよ うに移行 して きて いるが、 この H F

C 系冷媒 は一方 で地球温 暖化係数 （G l oba l Warmi ng Potent i a l 以下 、 G W

P と称す る）が非常 に高 いため に、地球環境保護の観 点か ら近年問題 にな つ

て きて いる。そ こで G W P の低 い炭素間 に二重結合 を有す るハ イ ドロフルォ

口才 レフインを主体 と した冷媒の検 討が進 め られ て いる。

[0003] 従 来の H F C 系冷媒 を用 いた圧縮機 、冷凍サ イクル装置 を図 6 か ら図 8 を

参照 して説 明す る （例 えば、特許文献 1 、 2 参 照）。

[0004] 図 6 は、従 来の H F C 系冷媒下で使用 され る ロー タ リ圧縮機 の縦 断面図で

[0005] 密 閉容器 1 の上部 にモー タ 2 の固定子 2 a が固定 され 回転子 2 b で駆動 さ

れ るシャフ ト4 を有す る圧縮機構部 5 が密 閉容器 1 の下部 に固定 され て いる

。圧縮機構部 5 の シ リンダー 6 の上端 に主軸 受 7 、下端 に副軸 受 8 がポル ト

等 で固定 され て いる。 シ リンダー 6 内にはシャフ ト4 の偏心部 4 a に ビス ト

ン 9 が揷入 され偏心 回転 を行 う。

[0006] また 、密 閉容器 1 内には冷媒 と して R 4 1 O A ( H F C 3 2 と H F C 1 2

5 の混合物）が封入 され てお り、密 閉容器 1 の底部 には冷媒 と相溶性の ある

ポ リオール エステルか らな る冷凍機油 3 が溜め られ て いる。



[0007] 図 7 は、従 来の H F C 系冷媒 下 で使 用 され る ロー タ リ圧縮機 の横 断面 図で

ある。 シ リンダ一 6 の 内面 に ビス トン 9 が揷入 され シャ フ ト4 の 回転 と共 に

回転 し、ベー ン 1 0 で仕 切 られ た吸入室 1 3 お よび圧縮 室 1 4 で冷媒 を吸入

お よび圧縮 す る構 成 にな つて いる。

[0008] 以上 の よ うに構 成 され た 口一 タ リ圧縮機 につ いて、以下 その動作 、作用 を

説 明す る。

[0009] まず 、 シ リンダー 6 に設 け られ た吸入 口 1 2 よ り冷媒 が吸入室 1 3 に吸入

され る。 また 、圧縮 室 1 4 に ある冷媒 は ピス トン 9 の左方 向の 回転 （矢 印方

向） とともに圧縮 され 、吐出切 り欠 き 1 5 を通 って吐出 口 （図示せず ） よ り

密 閉容器 1 内に吐出 され る。密 閉容器 1 内に吐出 され た圧縮 冷媒 はモー タ 2

のす き間 を通 って密 閉容器 1 の上部 に ある吐出管 1 6 よ り吐出 され 、その際

まわ りに ある冷凍機 油 の ミス トも一緒 に吐出 され る。

[001 0] ロー タ リ圧縮機構 の構 成上 、摺 動状態 が最 も厳 しい と ころはべー ン 1 0 の

先端 と ピス トン 9 の外周 との接触 部位 で ある。ベ一 ン 1 0 の背部 1 O b には

ベ一 ンバ ネ 1 1 以外 に高圧 の 吐出圧 力がかか りシ リンダー 内の圧 力 との差圧

に よる大 きな 力が働 いて いるため 、ベ一 ン 1 0 の先端部 1 0 a と ピス トン 9

の外周 との接触 状態 は境界 潤 滑 とな り高温 の厳 しい環境 下 に ある。そ こで、

特許 文献 2 の よ うに、ベ一 ン 1 0 に窒化処 理 を行 った り、その表 面 に C r N

(窒 化 ク ロム） あるいは T i N (窒 化 チ タ ン） イオ ンプ レー テ ィング を施 し

た りして耐摩耗 性 を向上 させ て信頼 性 を確 保 して いる。

[001 ] 次 に、特許 文献 2 に記載 され た H F C 系冷媒 を吸入圧縮 し、吐出す る ロー

タ リ圧縮機 2 0 を配設 した基本 的な冷凍 サ イ クル装置 につ いて図 8 を参 照 し

て説 明す る。

[001 2] 図 8 に示す よ うに、 口一 タ リ圧縮機 2 0 は、低温 、低 圧 の冷媒 ガス を圧縮

し、高温 、高圧 の冷媒 ガス を吐出 して凝縮器 2 に送 る。凝縮器 2 に送 ら

れ た H F C 系冷媒 ガス は、その熱 を空 気 中に放 出 しなが ら高温 、高圧 の冷媒

液 とな り膨 張機構 2 2 (例 えば、膨 張弁 、 また はキ ヤ ビラ リチ ュー ブ） に送

られ る。膨 張機構 2 2 を通過 す る高温 、高圧 の冷媒液 は絞 り効 果 に よ り低温



、低 圧 の湿 り蒸 気 とな り蒸発器 2 3 へ 送 られ る。蒸発器 2 3 に入 った冷媒 は

周 囲か ら熱 を吸収 して蒸発 し、蒸発器 2 3 を出た低温 、低 圧 の冷媒 ガス は 口

ー タ リ圧縮機 2 0 に吸 い込 まれ 、以下 同 じサ イ クル が繰 り返 され る。

先行技術文献

特許文献

[001 3] 特 許 文献 1 ：特 開平 1 1 — 2 3 6 8 9 0 号 公報

特許 文献 2 ：特 開平 8 — 2 4 0 3 6 2 号 公報

発 明の概要

発 明が解決 しょ うとす る課題

[001 4 ] しか しなが ら、炭素 の二重結 合 を有す るハ イ ド口フル ォ ロォ レフ インを主

体 と した冷媒 は安定性 に課題 が ある。

[001 5] ハ イ ドロフル ォ ロォ レフ インを主体 と した冷媒 を冷凍 サ イ クル装置 で使 用

す る場合 、サ イ クル を構 成す る部材 はその殆 どが金属 （銅 、鉄 、アル ミニ ゥ

ム ） で形成 され て いるの で、部材 自体 が触 媒 と して作用 し、冷凍機 油 や炭素

の二重結 合 を有す る冷媒 の分解 及 び重合 の懸念 が ある。その 中で も摺 動部材

、特 にべ一 ン 1 0 先端 と ピス トン 9 の外周 との接触 部位 を擁 す る圧縮機 2 0

内は摩擦 に よ り部材 表 面が活性化 され て お り、触 媒 と して作用 し易 い状態 と

考 え られ る。 これ に よ り、冷凍機 油 や冷媒 の分解 及 び重合 が加速 され てス ラ

ッジが形成 して、圧縮機 の故 障や冷凍 サ イ クル 内、例 えば膨 張機構 2 2 (例

えば、細 管 で あるキ ヤ ビラ リチ ュー ブ） での冷媒流量損 失 に よる冷凍 能 力の

低 下 な どの可能性 が ある。

[001 6 ] 本発 明 は、従 来技術 の有す る この よ うな問題 点 を鑑み てな され た もの で あ

り、冷凍機 油 や冷媒 の分解 、重合 を抑制 して、圧縮機 とそれ を用 いた冷凍 サ

ィ クル装置 の信頼 性 を確 保す る ことを 目的 とす る。

課題 を解決す るための手段

[001 7 ] 上記 目的 を達成す るため に、本発 明 は、冷媒 と冷凍機 油 を密 封 し、前 記冷

媒 は、組 成 中に炭素 の二重結 合 を有す るハ イ ド口フル ォ ロォ レフ イン、 ある



いはハイ ドロフルォ ロォ レフ インをベー ス成分 とし、二重結合を有 しないハ

ィ ドロフルォ ロカ一ポンとの混合物のいずれかとしたものであ り、前記冷凍

機油中にベンゾ トリアゾ一ル、ジアルキルジチォ リン酸亜鉛類、ジアルキル

セ レン、金属 フ エネー ト類、有機窒素化合物類の うち少な くとも 1 種を含有

したもので、冷凍サイクルを構成する金属部材、特に圧縮機の摺動部材の表

面に吸着膜を形成 し、冷凍機油分子やハイ ドロフルォ ロォ レフインか らなる

冷媒分子 と、金属部材 との直接接触を抑制 した り、冷凍機油中に存在する摩

耗粉ゃ溶出 した金属 と反応 させて不活性な金属化合物を形成 して触媒作用を

抑制することで、冷媒ゃ冷凍機油の劣化速度を低下させることができる。

発明の効果

[001 8] 本発明は、冷凍サイクルを構成する金属部材、特に圧縮機摺動部材の表面

に吸着膜を形成 し、冷凍機油分子やハイ ドロフルォ ロォ レフインか らなる冷

媒分子 と、金属部材 との直接接触を抑制 した り、冷凍機油中に浮遊する摩耗

粉や溶出 した金属 と反応 させて不活性な金属化合物を形成 して触媒作用を抑

制することで、冷媒ゃ冷凍機油の劣化速度を低下させて、圧縮機及びそれを

用いた冷凍サイクル装置の長期信頼性を確保することができる。

図面の簡単な説明

[001 9] [図 1] 本発明の実施の形態 1 におけるロータ リ圧縮機の縦断面図

[図2] 本発明の実施の形態 1 におけるロータ リ圧縮機の横断面図

[図3] 本発明の実施の形態 1 における冷凍サイクル装置構成図

[図4] 本発明の実施の形態 1 におけるエージング時間と全酸価の特性相関図

[図5] 本発明の実施の形態 2 におけるエージング時間と全酸価の特性相関図

[図6] 従来の ロータ リ圧縮機の縦断面図

[図7] 従来の ロータ リ圧縮機の横断面図

[図8] 従来の冷凍サイクル装置構成図

発明を実施するための形態

[0020] 第 1 の発明は、冷媒 と冷凍機油を密封 し、前記冷媒は、組成中に炭素の二

重結合を有するハ イ ドロフルォ ロォ レフ イン、 あるいはハ イ ドロフルォ ロォ



レフインをベース成分 と し、二重結合 を有 しないハイ ドロフルォ ロカ一ポ ン

との混合物の いずれか と した ものであ り、前記冷凍機油 中にベ ンゾ トリア ゾ

—ル、ジアルキル ジチォ リン酸亜鉛類、ジアルキルセ レン、金属 フヱネー ト

類、有機窒素化合物類の うち少な くとも 1 種 を含有す る ことによ り、冷凍サ

イクル を構成す る金属部材 、特 に圧縮機摺動部材の表面に吸着膜 を形成 し、

冷凍機油分子やハイ ドロフル ォ ロォ レフ インか らなる冷媒分子 と、金属部材

との直接接触 を抑制 した り、冷凍機油 中に浮遊す る摩耗粉や溶出 した金属 と

反応 させて不活性な金属化合物 を形成 して触媒作用 を抑制す る ことで、冷媒

や冷凍機油の劣化速度 を低下 させて、圧縮機及びそれ を用 いた冷凍サイクル

装置の長期信頼性 を確保す る ことができる。

[0021 ] 第 2 の発 明は、第 1 の発 明の冷凍機油 中にア ミン系酸化防止剤 を含有 させ

る ことによ り、金属部材 な どによる触媒作用 を抑 えると共に、冷凍機油や冷

媒の分解物である活性の高 い連鎖伝播体 を捕捉 して冷媒ゃ冷凍機油の酸化連

鎖反応 を抑制す る ことで、相乗相加的に圧縮機及びそれ を用 いた冷凍サイク

ル装置の長期信頼性 を確保す る ことができる。

[0022] 第 3 の発 明は、第 2 の発 明のア ミン系酸化防止剤 をフエニル —アル ファ—

ナ フチルァ ミン、ジアルキル ジフエニルァ ミンの うち少な くとも 1 種 とす る

ことによ り、汎用性の高 い物質 を使用す るので リーズナ ブルで、かつ冷媒ゃ

冷凍機油の劣化 を抑制 させ る ことで、圧縮機及びそれ を用 いた冷凍サイクル

装置の長期信頼性 を確保す る ことができる。

[0023] 第 4 の発 明は、第 1 の発 明の冷凍機油 中にフエノール系酸化防止剤 を含有

させ る ことによ り、金属部材 な どによる触媒作用 を抑 えると共に、冷凍機油

や冷媒の分解物である活性の高 い連鎖伝播体 を捕捉 して冷媒ゃ冷凍機油の酸

化連鎖反応 を抑制す る ことで、相乗相加的に圧縮機及びそれ を用 いた冷凍サ

ィクル装置の長期信頼性 を確保す る ことができる。

[0024] 第 5 の発 明は、第 4 の発 明の フエノール系酸化防止剤 を 2 , 6 —ジ一ター

シャ リ一一ブチル 一パ ラク レゾ一ル （D B P C ) 、 3 —ァ リールベ ンゾフラ

ン_ 2 _ オ ン （ヒ ドロキ シカルボ ン酸の分子 内環状 エステル）の うち少な く



とも 1 種 とすることによ り、汎用性の高い物質を使用するので リーズナブル

で、かつ冷凍機油の劣化を抑制 させることで、圧縮機及びそれを用いた冷凍

サイクル装置の長期信頼性を確保することができる。

[0025] 第 6 の発明は、第 1 の発明の冷凍機油中に硫黄 りん系酸化防止剤を含有

させることによ り、金属部材などによる触媒作用を抑えると共に、酸化劣化

反応中に生成 されるハイ ドロパーォキサイ ドを分解 し安定な化合物に換え酸

化劣化の連鎖反応を抑制することで、相乗相加的に圧縮機及びそれを用いた

冷凍サイクル装置の長期信頼性を確保することができる。

[0026] 第 7 の発明は、第 6 に発明の硫黄 りん系酸化防止剤をジベンジルジサル

ファイ ド、ジセチルサルファイ ド、ジアルキルジチォ りん酸亜鉛、ジァ リル

ジチォ りん酸亜鉛 （Z n D T P ) の うち少な くとも 1 種 とすることによ り、

汎用性の高い物質を使用するので リーズナブルで、かつ冷凍機油の劣化を抑

制 させることで、圧縮機及びそれを用いた冷凍サイクル装置の長期信頼性を

確保することができる。

[0027] 第 8 の発明は、第 1 〜 7 の発明のいずれか 1 つの発明において、ハイ ド口

フルォ ロォ レフインをテ トラフルォ ロプロペン （H F 0 1 2 3 4 y f ) と し

、ハイ ドロフルォ ロカ一ポンをジフルォ ロメタン （H F C 3 2 ) とペンタフ

ルォ ロェタン （H F C 1 2 5 ) とのいずれか一方又は両方 とし、冷凍機油を

ポ リビニルエーテル類、ポ リオールエステル類あるいはポ リアルキ レング リ

コ一ル類のいずれかとすることによ り、GW P 力 氐く比容積の小 さい冷凍能

力の高い冷媒を確保することができ、かつ冷媒 と相容性のある冷凍機油を使

用できるので圧縮機及びそれを用いた冷凍サイクル装置の長期信頼性を確保

することができる。

[0028] 第 9 の発明は、冷媒を圧縮、凝縮、膨張、蒸発 させる冷凍サイクルを形成

する冷凍サイクル装置において、第 1 〜 8 の発明のいずれか 1 つの発明の圧

縮機を用いることを特徴 とする冷凍サイクル装置であ り、冷凍サイクルを構

成する金属部材、特に圧縮機摺動部材の表面に吸着膜を形成 し、冷凍機油分

子やハイ ドロフルォ ロォ レフ インか らなる冷媒分子 と、金属部材 との直接接



触を抑制 した り、冷凍機油中に浮遊する摩耗粉や溶出 した金属と反応させて

不活性な金属化合物を形成 して触媒作用を抑制することで、冷媒ゃ冷凍機油

の劣化速度を低下させて、冷凍サイクル装置の長期信頼性を確保することが

できる。

[0029] 以下、本発明の実施の形態について、図面を参照 しながら説明する。なお

、本実施の形態によって本発明が限定されるものではない。

[0030] (実施の形態 1 )

図 1 は、本発明の実施の形態 1 におけるロータリ圧縮機の縦断面図を示 し

ている。

[0031 ] 密閉容器 1 0 1 の上部にモータ 1 0 2 の固定子 1 0 2 a が固定され回転子

0 2 b で駆動されるシャフ ト1 0 4 を有する圧縮機構部 1 0 5 が密閉容器

0 1 の下部に固定されている。圧縮機構部 1 0 5 のシリンダー 1 0 6 の上

端に主軸受 1 0 7 、下端に副軸受 1 0 8 がポル ト等で固定されている。シリ

ンダ_ 1 0 6 内にはシャフ ト1 0 4 の偏心部 1 0 4 a にピス トン 1 0 9 力《揷

入され偏心回転を行う。またこれ ら部材は、鉄、銅、アル ミニウムなどとい

つた金属材料から形成されている。

[0032] また、密閉容器 1 0 1 内には炭素間に二重結合を有するハイ ドロフルォロ

ォ レフィン （テ トラフルォロプロペン ：H F O 1 2 3 4 y f ) が封入されて

いる。密閉容器 1 0 1 の底部には、 H F O 1 2 3 4 y f 冷媒と相溶性のある

ポ リオールエステルからなる冷凍機油 1 0 3 が溜められている。また、冷凍

機油 1 0 3 中には、ベンゾ トリアゾ一ルが適量分散されている。

[0033] 図 2 は、本発明の実施の形態 1 におけるロータリ圧縮機の横断面図である

。シリンダ一 1 0 6 の内面にビス トン 1 0 9 が揷入されシャフ ト1 0 4 の回

転と共に回転 し、ベ一ン 1 1 0 で仕切 られた吸入室 1 1 3 および圧縮室 1 1

4 で冷媒を吸入および圧縮する構成になっている。

[0034] 以上のように構成された口一タリ圧縮機について、以下その動作、作用を

説明する。

[0035] まず、シリンダー 1 0 6 に設けられた吸入口 1 1 2 よりH F C 系冷媒が吸



入室 1 1 3 に吸入 される。また、圧縮室 1 1 4 にある冷媒は ピス トン 1 0 9

の左方向の回転 （矢印方向）とともに圧縮 され、吐出切 り欠き 1 1 5 を通 つ

て吐出口 （図示せず）よ り密閉容器 1 0 1 内に吐出される。密閉容器 1 0 1

内に吐出された冷媒ガスはモータ 1 0 2 のすき間を通 って密閉容器 1 0 1 の

上部にある吐出管 1 1 6 よ り吐出され、その際まわ りにある冷凍機油の ミス

トも一緒に吐出される。

[0036] ロータ リ圧縮機構の構成上、摺動状態が最 も厳 しいところはべーン 1 1 0

の先端 とピス トン 1 0 9 の外周 との接触部位である。ベ一ン 1 1 0 の背部 1

O b にはべ一ンバネ 1 1 1 以外に高圧の吐出圧力がかか りシ リンダー 1 0

6 内の圧力との差圧による大きな力が働いているため、ベーン 1 1 0 の先端

部 1 1 O a とピス トン 1 0 9 の外周 との接触状態は境界潤滑とな り高温の厳

しい環境下にある。境界潤滑とは、流体潤滑の様に充分な厚みの油膜を保持

していない状況下で、摩擦部分の 2 面間に形成 された吸着分子膜 （境界膜）

を隔てて摩擦が行われる状態をいう。

[0037] 次に、冷媒を吸入圧縮 し、吐出する圧縮機 1 2 0 を配設 した基本的な冷凍

サイクル装置について図 3 を参照 して説明する。図 3 に示すように、この冷

凍サイクル装置は、圧縮機 1 2 0 、凝縮器 1 2 、膨張機構 1 2 2 、蒸発器

2 3 を備えている。

[0038] 圧縮機 1 2 0 は、低温、低圧の冷媒ガスを圧縮 し、高温、高圧の冷媒ガス

を吐出 して凝縮器 1 2 に送る。凝縮器 1 2 に送 られた冷媒ガスは、その

熱を空気中に放出 しなが ら高温、高圧の冷媒液 とな り膨張機構 1 2 2 (例 え

ば、膨張弁、またはキヤビラ リチューブ）に送 られる。膨張機構 1 2 2 を通

過する高温、高圧の冷媒液は絞 り効果によ り低温、低圧の湿 り蒸気とな り蒸

発器 1 2 3 へ送 られる。蒸発器 1 2 3 に入 った冷媒は周囲か ら熱を吸収 して

蒸発 し、蒸発器 1 2 3 を出た低温、低圧の冷媒ガスはロータ リ圧縮機 1 2 0

に吸い込まれ、以下同 じサイクルが繰 り返 される。

[0039] また、冷凍サイクル装置に使用 されている部材は、圧縮機 1 2 0 も含め、

いずれ も殆 どが、鉄、銅、アル ミニウムなどといった金属材料か ら形成 され



ている。

[0040] ここで、 ロー タ リ圧縮機 1 2 0 での実機運転試験 を行 う前 に、冷凍機油の

劣化の経時変化 を加速評価す るべ く、まず、オー トク レー プ試験 を実施 した

。耐圧容器 （耐圧装置）の内部に対象ガス、液な どを入れて、 さらに高圧 （

場合によっては高温高圧）にす ることで、容器 内部に入れた物体 内部で特定

の化学反応 を早 く進行 させ るのがォ一 トク レー ブの原理である。

[0041 ] 耐圧 ガラス管内に、冷凍機油 を 3 0 g と、触媒 となる銅、鉄、アル ミニゥ

ムの直径 1 . 5 m m 、長 さ 5 O m m 各 1 本 を封入 した後、 これ ら一式をステ

ン レスボ ンベに格納 して真空引き後に冷媒 を 3 0 g 封入 した。冷凍機油、冷

媒の劣化 を促進 させ るために、水分 1 0 0 0 p p m 、空気 1 0 0 c c を併せ

て封入 した。尚、いずれの組合せでも使用す る冷凍機油は、従来の H F C 系

冷媒で実際に使用 されているポ リオールエステル油である。

[0042] 試験 に用 いた冷媒 と冷凍機油の組合せは （表 1 ) の通 りである。

[0043] [表 1]

[0044] 実施例 1 は、冷媒がテ トラフルォ ロプロペ ン （H F C 2 3 4 y f ) 、冷

凍機油がベ ンゾ トリア ゾール を適量分散 したポ リオールエステル油の組合せ

である。

[0045] 尚、比較 と して、以下の 2 種の組合せ を用 いた。

[0046] 比較例 1 条件 1 は、冷媒が H F O 1 2 3 4 y f 、冷凍機油がポ リオールェ

ステル油の組合せである。比較例 1 条件 2 は、冷媒が従来の H F C 系冷媒で

ある R 4 1 0 A ( H F C 3 2 と H F C 1 2 5 の混合物）、冷凍機油がポ リォ

—ルエステル油の組合せである。

[0047] テス ト条件 と して、試験温度 を 1 7 5 °C、最大 5 0 0 時間 と して 1 つの組

合せにつき 5 台ボ ンべを準備 し、 1 0 0 時間毎に 1 台ずつボ ンべを開放 し、



冷凍機油の全酸価の経時変化を評価 した。ここで、全酸価とは、試料 1 g 中

に含まれている全酸性成分を中和するのに要する水酸化力リウムのミリグラ

ム （m g ) 数であり、酸価は潤滑油の使用中における酸化の程度を知るため

や、あるいは潤滑油の酸化試験および実用試験後の評価などに広 く利用され

ている指標である。

[0048] 図 4 に、本発明の実施の形態 1 におけるエージング時間と全酸価の特性相

関図を示す。

[0049] 図 4 から、比較例 1 条件 1 の場合では、試験開始から 1 0 0 時間以降急激

に全酸価が増加 し、最終的に新油の全酸価に比べて 1 5 0 倍程度高い値とな

つた。また、比較例 1 条件 2 の場合では、試験開始から二次関数的にやや増

加 し、最終的に新油の全酸価の 5 0 倍程度の値となった。

[0050] 以下に、全酸価の経時変化について考察を述べる。

[0051 ] 冷凍機油については、高温に曝された り、混入 した空気や水分と攪拌され

ることで徐々に劣化 していったと考えられる。冷凍機油の構成分子は、高温

環境下で、混入 した空気、水分により分解され、活性な遊離基ができる。遊

離基は空気と反応 し過酸化物ラジカル （以下、O H ラジカルと称する）が生

成する。この遊離基やO H ラジカルは新たな冷凍機油の構成分子を酸化 して

ハイ ドロパーォキサイ ドとな り、新たな遊離基を作 り、さらに連鎖が伝播さ

れ、次々と酸化されたものと考えられる。更に、封入 した金属 （銅、鉄、ァ

ル ミ二ゥム）は、高温環境下にてその表面が活性化されることで、このよう

な冷凍機油の劣化、酸化連鎖反応を加速させる触媒として作用 していると考

えられる。

[0052] 次に、比較例 1 条件 1 と条件 2 の増加の割合に大きな違いがある点につい

ては、封入された冷媒の分解の し易さによる影響であると考える。つまり、

H F C 系冷媒である R 4 O A は空気や水分により分解され難い極めて安定

した物質であるのに対 し、 H F O 1 2 3 4 y f は構造上、炭素の二重結合を

有 しているため、高温環境下で空気などにより分解され易い物質であること

に起因すると考える。即ち、比較例 1 条件 2 での全酸価の増加は、冷凍機油



の劣化、酸化によるものと考えられる。

[0053] H F O 2 3 4 y f が空気や金属触媒により分解 されて発生 したフッ化水

素 （フッ酸）を生成 して、これが冷凍機油の分解を更に促進 させた結果が、

比較例 1 条件 1 と条件 2 の全酸価の増加の割合の違いに反映されたと考える

[0054] このような冷凍機油や冷媒の劣化、酸化、分解が進むと、重合されて泥状

のスラッジ生成につながる可能性が出て くる。圧縮機やそれを用いたサイク

ル装置では、スラッジにより、圧縮機の故障や、冷凍サイクル装置内の特に

細管であるキヤビラリチューブに詰ま りが生 じて冷凍能力低下につながる可

能性がある。

[0055] これに対 し、本実施の形態 1 である実施例 1 の場合では、冷凍機油である

ポ リオールエステル油中にベンゾ トリアゾ一ルを適量分散させることで、全

酸価の増加を顕著に抑制 し、最終時でもでも試験前の全酸価の 5 0 倍程度の

増加に留ま り、従来の H F C 系冷媒とほぼ同等 レベルの全酸価に抑制される

ことがわかる。

[0056] これは、触媒として封入された金属 （銅、鉄、アル ミニウム）の表面にベ

ンゾ トリアゾ一ルが吸着 して薄い皮膜を形成 し、ポ リオールエステル油や H

F O 2 3 4 y f 分子と金属が直接接触 しないように したことと、油中に溶

解 した金属触媒によるポ リオ一ルエステル油や H F O 2 3 4 y f の劣化、

酸化分解の促進作用を抑制することで、全酸価の増大の根本要因である遊離

基やO H ラジカルの生成を抑制できたためと考えられる。

[0057] 次に、前述のロータリ圧縮機 1 2 0 の密閉容器 1 0 1 内に、上記実施例 1

の組合せの冷媒と冷凍機油と空気、水分も併せて封入 して冷凍サイクル装置

を組上げ、過負荷条件による 1 0 0 0 時間運転を行った。

[0058] 試験後の冷凍機油の全酸価の測定の結果、全酸価の増加は従来の H F C 系

冷媒でのそれ とほぼ同等 レベルであることを確認 した。これにより、少量の

空気や水分が冷凍サイクル中に混入 した場合であっても、冷凍機油、冷媒の

劣化、酸化の速度を遅 くすることができる。また、 H F C 2 3 4 y f を冷



媒 と した場合 で あ って も、ベ ンゾ トリア ゾ一ル を添加す るだ けで、従 来 H F

C 冷媒対応のポ リオール エステル油 を使用す る ことが可能 とな った。

[0059] これ は、触媒 と して作用す る と想定 され る冷凍サ イクル装置 を構成す る各

種金属部材 、特 に摩擦 によ り活性化 され 易 い圧縮機 1 2 0 内の摺動部分 に対

し、冷凍機油 中に分散 させたベ ンゾ トリア ゾールが吸着 して薄 い皮膜 を形成

し、冷凍機油ゃ冷媒分子 と金属部位 が直接接触 しな いよ うにす るの に加 え、

冷凍機油 中の摩耗粉や溶解 した金属 とも反応 して、不活性 な金属化合物 とな

り、触媒作用 を顕著 に抑制 したためで ある と考 え られ る。

[0060] 以上 の結 果か ら、冷媒 と冷凍機油 を密封 し、冷媒 は、組成 中に炭素の二重

結合 を有す るハ イ ドロフルォ ロォ レフイン、 あるいはハ イ ドロフルォ ロォ レ

フィンをベース成分 と し、二重結合 を有 しな いハ イ ドロフルォ ロカ一ボ ンと

の混合物の いずれ か と した もので あ り、冷凍機油 中にベ ンゾ トリア ゾ一ル を

含有す る ことによ り、冷凍サ イクル を構成す る金属部材 、特 に圧縮機摺動部

材 の表面 に吸着膜 を形成 し、冷凍機油分子やハ イ ドロフルォ ロォ レフインか

らな る冷媒分子 と、金属部材 との直接接触 を抑制 した り、冷凍機油 中に浮遊

す る摩耗粉や溶 出 した金属 と反応 させ て不活性 な金属化合物 を形成 して触媒

作用 を抑制す る ことで、冷媒ゃ冷凍機油の劣化速度 を低 下 させ て、圧縮機及

びそれ を用 いた冷凍サ イクル装置 の長期信頼性 を確保す る ことがで きる。

[0061 ] 尚、本実施 の形態 では、ベ ンゾ トリア ゾ一ル を使用 したが、 ジアルキル ジ

チォ リン酸亜鉛類 、 ジアルキルセ レン、金属 フエネー ト類 、有機窒素化合物

類の うち少 な くとも 1 種 を選択 して用 いて も同様 な効果が得 られ る。

[0062] また 、本実施 の形態 で用 いたテ トラフルォ ロプ ロペ ン （H F O 1 2 3 4 y

f ) は、二重結合 を有 さな いハ イ ド口フルォ ロカ一ポ ン （H F C 3 2 、 H F

C 2 5 ) を混合 させ る ことで、非共沸混合冷媒 に も関わ らず温度差 を小 さ

< で きて擬似共沸混合冷媒 に挙動が近 づ くため、冷却サ イクル装置 の冷却性

能や冷却性能係数 （Coeff i c i ent Of Performance ：C O P ) も改善す る こと

がで きる。本実施 の形態 では、 H F O 1 2 3 4 y f 冷 媒単体 で用 いたが、混

合冷媒 を用 いて も同様 の効果が得 られ る。



[0063] ここで、混合冷媒のGW P については、 5 以上で 7 5 0 以下、望ま しくは

3 5 0 以下となるように、それぞれ 2 成分混合もしくは 3 成分混合させる必

要がある。 H F C 2 3 4 y f とH F C 3 2 とを混合 してGW P 3 5 0 以下

とするためにはH F O 2 3 4 y f が 4 9 w t % 以上とすることが望ま しい

。また、 H F C 2 3 4 y f とH F C 1 2 5 とを混合 してGW P 7 5 0 以下

とするためにはH F C 2 3 4 y f が 7 8 . 7 w t % 以上、さらにGW P 3

5 0 以下とするためにはH F 0 1 2 3 4 y f が 9 1 . w t % 以上とするこ

とが望ま しい。

[0064] これによつて、万一回収 されない冷媒が大気に放出されても地球温暖化に

対 しその影響を極少に保つことができる。

[0065] 尚、本実施の形態では、冷凍機油として H F CM 2 3 4 y f と相溶性のあ

るポ リオールエステル油を用いたが、同様に相溶性のあるポ リビニルエーテ

ル、あるいはポ リアルキ レング リコールか らなる冷凍機油を使用 しても、冷

凍サイクルに出て行った冷凍機油をロータリ圧縮機に回収することができ、

同様に信頼性の高い口一タリ圧縮機を得ることができる。また、 H F C冷媒

との混合冷媒としても、上記の冷凍機油は相溶性があるので、同様な効果が

得 られる。

[0066] また、本実施の形態によれば、ロータリ圧縮機を例に挙げて説明 した力、

これ以外の圧縮方式の圧縮機、例えばスライディングベーンタイプなどの他

の口一タリ圧縮機や、スクロール圧縮機、 レシプロ圧縮機にも適用 しても同

様の効果が得 られる。

[0067] (実施の形態 2 )

以下、図 5 に基づいて本実施の形態の説明を進めるが、実施の形態 1 と同

—構成については、同一符号を付 して詳細な説明を省略する。

[0068] ここで、ロータリ圧縮機 1 2 0 での実機運転試験を行 う前に、冷凍機油の

劣化の経時変化を加速評価するべ く、まず、オー トクレープ試験を実施 した

[0069] 耐圧ガラス管内に、冷凍機油を 3 0 g と、触媒となる銅、鉄、アル ミニゥ



ムの直径 1 . 5 m m 、長 さ 5 O m m 各 1 本 を封入 した後、 これ ら一式 をステ

ン レス ボ ンベに格納 して真空引き後 に冷媒 を 3 0 g 封入 した。冷凍機油、冷

媒の劣化 を促進 させ るために、水分 1 0 0 0 p p m 、空気 1 0 0 c c を併せ

て封入 した。尚、いずれの組合せで も使用す る冷凍機油 は、従来の H F C 系

冷媒で実際 に使用 され ているポ リオール エステル油である。

[0070] 試験 に用 いた冷媒 と冷凍機油の組合せ は （表 2 ) の通 りである。

[0071 ] [表 2]

[0072] 本実施の形態 における実施例 2 条件 1 は、冷媒がハイ ドロフル ォ ロォ レフ

ィンであるテ トラフルォ ロプロペ ン （H F C 2 3 4 y f ) 、冷凍機油がベ

ンゾ トリア ゾ一ル と、ア ミン系酸化防止剤 であるフエニル 一アル ファ一ナ フ

チルァ ミンを適量分散 させたポ リオール エステル油の組合せで、実施例 2 条

件 2 は、冷媒が H F O 2 3 4 y f 、冷凍機油がベ ンゾ トリア ゾ一ル と、 フ

エノ一ル系酸化防止剤 である 2 , 6 _ ジ一タ一 シャ リ一 一 ブチル 一パ ラク レ

ゾール （D B P C ) を適量分散 させたポ リオール エステル油の組合せで、実

施例 2 条件 3 は、冷媒が H F O 1 2 3 4 y f 、冷凍機油がベ ンゾ トリァ ゾ一

ル と、硫黄 ' りん系酸化防止剤 であるジァ リル ジチォ りん酸亜鉛 （Z n D T

P ) を適量分散 させたポ リオール エステル油の組合せである。

[0073] 尚、比較 と して、以下の 2 種の組合せ を用 いた。

[0074] 比較例 1 条件 1 は、冷媒がハイ ドロフル ォ ロォ レフ インであるテ トラフル

ォ ロプロペ ン （H F 0 1 2 3 4 y f ) 、冷凍機油がポ リオ一ル エステル油の

組合せで、比較例 1 条件 2 は、冷媒が従来の H F C 系冷媒である R 4 1 0 A



、冷凍機油がポ リオールエステル油の組合せである。

[0075] テス ト条件として、試験温度を 1 7 5 °C、最大 5 0 0 時間として 1 つの組

合せにつき各 5 台ボンべを準備 し、 1 0 0 時間毎に 1 台ずつボンべを開放 し

、冷凍機油の全酸価の経時変化を評価 した。

[0076] 図 5 に、本発明の実施の形態 2 におけるエージング時間と全酸価の特性相

関図を示す。

[0077] 図 5 から、比較例 1 条件 1 の場合では、試験開始から 1 0 0 時間以降急激

に全酸価が増加 し、最終的に新油の全酸価に比べて 1 5 0 倍程度高い値とな

つた。また、比較例 1 条件 2 の場合では、試験開始から二次関数的に増加す

るが、最終的に新油の全酸価の 5 0 倍程度の値となった。

[0078] 以下に、全酸価の経時変化について考察を述べる。

[0079] まず、冷凍機油については、高温に曝された り、混入 した空気や水分と攪

拌されることで徐々に劣化 していったと考えられる。冷凍機油の構成分子は

、混入 した空気、水分により分解され、活性な遊離基ができる。遊離基は空

気と反応 し過酸化物ラジカル （以下、O H ラジカルと称する）が生成する。

この遊離基やO H ラジカルは新たな冷凍機油の構成分子を酸化 してハイ ドロ

パーォキサイ ドとな り、新たな遊離基を作 り、さらに連鎖が伝播され、次々

と酸化されたものと考えられる。更に、封入 した金属 （銅、鉄、アル ミニゥ

ム）は、高温によりその表面が活性化されることで、このような冷凍機油の

劣化、酸化連鎖反応を加速させる触媒として作用 していると考えられる。

[0080] 次に、比較例 1 条件 1 と条件 2 の増加の割合の違いについては以下のよう

に考える。これは、封入された冷媒による影響であり、つまり、 H F C 系冷

媒である R 4 O A は空気や水分により分解され難い安定 した物質であるの

に対 し、 H F O 1 2 3 4 y f は構造上、炭素の二重結合を有 しているため、

空気などにより分解され易い物質であることに起因すると考える。即ち、比

較例 1 条件 2 での全酸価の増加は、冷凍機油の劣化、酸化によるものと考え

られる。

[0081 ] H F O 2 3 4 y f が空気や金属触媒により分解されて発生 したフッ化水



素 （フッ酸）を生成することで、これが冷凍機油の分解を更に促進させた結

果が、比較例 1 条件 1 と条件 2 の全酸価の増加の割合の違いに反映されてい

ると考えられる。

[0082] このような冷凍機油や冷媒の劣化、酸化、分解が進むと、重合されて泥状

のスラッジ生成につながる可能性が出てくる。圧縮機やそれを用いたサイク

ル装置では、スラッジにより、圧縮機の故障や、冷凍サイクル装置内の特に

細管であるキヤビラリチューブに詰まりが生じて冷凍能力低下につながる可

能性がある。

[0083] これに対し、本実施の形態 2 である実施例 2 条件 1 の場合では、冷凍機油

であるポリオールエステル油中にベンゾトリアゾ一ルとフエニル一アルファ

—ナフチルァミンを適量分散させることで、全酸価の増加を顕著に抑制し、

試験 5 0 0 時間経過時でも試験前の全酸価の 1 0 倍程度にしか増加しないこ

とがわかる。

[0084] これは、触媒として封入された金属 （銅、鉄、アルミニウム）の表面にベ

ンゾトリアゾ一ルが吸着して薄い皮膜を形成し、ポリオールエステル油や H

F O 2 3 4 y f 分子と金属が直接接触 しないようにしたことと、油中に溶

解 した金属触媒によるポリオ一ルエステル油や H F O 2 3 4 y f の劣化、

酸化分解の促進作用を抑制したのに加えて、アミン系酸化防止剤であるフエ

ニル—アルファ—ナフチルァミンが活性の高い連鎖伝播体 （遊離基やO H ラ

ジカル）を捕捉して連鎖反応を止めて酸化劣化を抑制したことによる相乗相

加効果と考えられる。また、アミン系は、比較的高い温度範囲まで効果があ

るとされており、その効果も加味されていると考える。

[0085] また、本実施の形態 2 である実施例 2 条件 2 の場合では、冷凍機油である

ポリオ一ルエステル油中にベンゾトリアゾ一ルと2 , 6 _ ジ一タ一シャリ一

—プチル一パラクレゾール （D B P C ) を適量分散させることで、全酸価の

増加を顕著に抑制し、試験 5 0 0 時間経過時でも試験前の全酸価の 2 0 倍程

度にしか増加しないことがわかる。

[0086] これは、触媒として封入された金属 （銅、鉄、アルミニウム）の表面にベ



ンゾ トリアゾ一ルが吸着 して薄い皮膜を形成 し、ポ リオールエステル油や H

F O 2 3 4 y f 分子と金属が直接接触 しないようにしたことと、油中に溶

解 した金属触媒によるポ リオ一ルエステル油や H F O 2 3 4 y f の劣化、

酸化分解の促進作用を抑制 したのに加えて、フエノール系酸化防止剤である

2 , 6 —ジ一タ一シャリ一一ブチル一パラクレゾ一ル （D B P C ) が活性の

高い連鎖伝播体 （O H ラジカルなど）を捕捉 して連鎖反応を止めて酸化劣化

を抑制 したことによる相乗相加効果と考えられる。

[0087] 本実施の形態 2 である実施例 2 条件 3 の場合では、冷凍機油であるポ リォ

—ルエステル油中にベンゾ トリアゾ一ルとジァ リルジチォ りん酸亜鉛 （Z n

D T P ) を適量分散させることで、全酸価の増加を顕著に抑制 し、試験 5 0

0 時間経過時でも試験前の全酸価の 4 倍程度にしか増加 しないことがわかる

[0088] これは、触媒として封入された金属 （銅、鉄、アル ミニウム）の表面にベ

ンゾ トリアゾ一ルが吸着 して薄い皮膜を形成 し、ポ リオールエステル油や H

F O 2 3 4 y f 分子と金属が直接接触 しないようにしたことと、油中に溶

解 した金属触媒によるポ リオ一ルエステル油や H F O 2 3 4 y f の劣化、

酸化分解の促進作用を抑制 したのに加えて、硫黄 りん系酸化防止剤である

ジァ リルジチォ りん酸亜鉛 （Z n D T P ) が酸化劣化反応中に生成されるハ

ィ ドロパーォキサイ ドを分解 し安定な化合物に換えて、連鎖開始反応を抑制

したことによる相乗相加効果と考えられる。

[0089] 以上の結果から、実施例 2 条件 1 から条件 3 において、いずれの場合も全

酸価の増大の根本要因である遊離基やO H ラジカルの生成を複合的に抑制で

きたと考えられる。

[0090] 次に、前述のロータリ圧縮機 1 2 0 の密閉容器 1 0 1 内に、上記実施例 2

条件 1 から条件 3 の組合せの冷媒と冷凍機油に、空気、水分も併せて封入 し

て冷凍サイクル装置を 3 台組上げ、過負荷条件による 1 0 0 0 時間運転を行

つた。

[0091 ] 試験後の冷凍機油の全酸価の測定の結果、全酸価の増加の割合は従来の H



F C系冷媒でのそれに比べて顕著に小さいことを確認した。これにより、少

量の空気や水分が冷凍サイクル中に混入した場合であっても、冷凍機油、冷

媒の劣化、酸化の速度を遅くすることができる。また、H F C 2 3 4 y f

を冷媒とした場合であっても、ベンゾトリァゾ一ルとァミン系、フヱノール

系、あるいは硫黄 りん系酸化防止剤を添加すれば、従来H F C冷媒対応の

ポリオールエステル油を使用することも可能である。

[0092] これは、触媒として作用すると想定される冷凍サイクル装置を構成する各

種金属部材、特に摩擦により活性化され易い圧縮機 1 2 0 内の摺動部分に対

し、冷凍機油中に分散させたベンゾトリアゾールが吸着して薄い皮膜を形成

し、冷凍機油ゃ冷媒分子と金属部位が直接接触 しないようにするのに加え、

冷凍機油中の摩耗粉や溶解 した金属と反応して、不活性な金属化合物となり

、触媒作用を顕著に抑制したことに加え、フエニル一アルファ一ナフチルァ

ミン、2 , 6 _ ジ一タ一シャリ一一ブチル一パラクレゾ一ル （D B P C ) を

更に添加した場合では活性の高い連鎖伝播体 （O Hラジカルなど）を捕捉し

て連鎖反応を止めて酸化劣化を抑制したためであり、ジァリルジチォりん酸

亜鉛 （Z n D T P ) の場合では、酸化劣化反応中に生成されるハイ ド口パー

ォキサイ ドを分解 し安定な化合物に換えて、連鎖開始反応を抑制したために

よる相乗相加作用であると考えられる。

[0093] 以上の結果から、冷媒と冷凍機油を密封し、冷媒は、組成中に炭素の二重

結合を有するハイ ドロフルォロォレフイン、あるいはハイ ドロフルォロォレ

フィンをベース成分とし、二重結合を有しないハイ ドロフルォロカ一ボンと

の混合物のいずれかとしたものであり、冷凍機油中にベンゾトリアゾ一ルと

、ァミン系の酸化防止剤であるフェニル一アルファ一ナフチルァミンを含有

することにより、ロータリ圧縮機を構成する金属部材、特に摺動部材の表面

に薄い吸着膜を形成し、冷凍機油分子や組成中に炭素の二重結合を有するハ

ィ ドロフルォロォレフインからなる冷媒と、金属部材との直接接触を抑制し

たり、冷凍機油中に浮遊する摩耗粉や溶出した金属と反応させて不活性な金

属化合物を形成して触媒作用を抑制するのに加え、活性の高い連鎖伝播体 （



O H ラジカルなど）を捕捉して連鎖反応を止めて酸化劣化を抑制したことで

、冷凍機油の劣化速度を相乗相加的に低下させて、圧縮機及びそれを用いた

冷凍サイクル装置の長期信頼性を確保することができる。

[0094] 本実施の形態では、アミン系酸化防止剤としてフエニル一アルファ一ナフ

チルァミンを用いたが、ジアルキルジフエニルァミンを用いても同様な効果

が得られる。

[0095] また、冷凍機油中にベンゾトリァゾ一ルと、フヱノール系酸化防止剤であ

る 2 , 6 _ ジ一タ一シャリ一一ブチル一パラクレゾ一ル （D B P C ) を含有

することにより、ロータリ圧縮機を構成する金属部材、特に摺動部材の表面

に薄い吸着膜を形成し、冷凍機油分子や組成中に炭素の二重結合を有するハ

ィ ドロフルォロォレフインからなる冷媒と、金属部材との直接接触を抑制し

たり、冷凍機油中に浮遊する摩耗粉や溶出した金属と反応させて不活性な金

属化合物を形成して触媒作用を抑制するのに加え、活性の高い連鎖伝播体 （

O H ラジカルなど）を捕捉して連鎖反応を止めて酸化劣化を抑制したことで

、冷凍機油の劣化速度を相乗相加的に低下させて、圧縮機及びそれを用いた

冷凍サイクル装置の長期信頼性を確保することができる。

[0096] 本実施の形態では、フエノール系酸化防止剤として 2 , 6 _ ジ一タ一シャ

リ一一ブチル一パラクレゾ一ル （D B P C ) を用いたが、 3 —ァリ一ルペン

ゾフラン_ 2 _ オン （ヒドロキシカルボン酸の分子内環状エステル）を用い

ても同様な効果が得られる。

[0097] また、冷凍機油中にベンゾトリアゾールと、硫黄 りん系酸化防止剤であ

るジァリルジチォりん酸亜鉛 （Z n D T P ) を含有することにより、ロータ

リ圧縮機を構成する金属部材、特に摺動部材の表面に薄い吸着膜を形成し、

冷凍機油分子や組成中に炭素の二重結合を有するハイ ドロフルォロォレフィ

ンからなる冷媒と、金属部材との直接接触を抑制したり、冷凍機油中に浮遊

する摩耗粉や溶出した金属と反応させて不活性な金属化合物を形成して触媒

作用を抑制するのに加え、酸化劣化反応中に生成されるハイ ドロパーォキサ

ィ ドを分解 し安定な化合物に換えて、連鎖開始反応を抑制したことで、冷凍



機油の劣化速度を相乗相加的に低下させて、圧縮機及びそれを用いた冷凍サ

ィクル装置の長期信頼性を確保することができる。

[0098] また、本実施の形態では、硫黄 ' りん系酸化防止剤としてジァリルジチォ

りん酸亜鉛 （Z n D T P ) を用いたが、ジベンジルジサルファイ ド、ジセチ
【

ルザルフアイ ド、ジアルキルジチォりん酸亜鉛を用いても同様な効果が得ら

れる。

産業上の利用可能性

[0099] 上述したように、本発明にかかる圧縮機は、炭素間に 2 重結合を有するハ

ィ ドロフルォロォレフインをベース成分とし、 2 重結合を有しないハイ ドロ

フルォロカーボンと混合した冷媒下でも圧縮機の信頼性を確保することがで

きるため、給湯器用圧縮機、カーエアコン用圧縮機、冷凍冷蔵庫用圧縮機、

除湿機用圧縮機等の用途にも適用できる。

符号の説明

1 0 1 密閉容器

1 0 2 モータ

1 0 2 a 固定子

1 0 2 b 回転子

1 0 3 冷凍機油

1 0 4 シャフ ト

1 0 4 a 偏心部

1 0 5 圧縮機構

1 0 6 シリンダ

1 0 7 主軸受

1 0 8 副軸受

1 0 9 ビス トン

1 1 0 ベーン

1 1 0 a 先端部

1 1 0 b



ベ一ンバネ

吸入 口

吸入室

圧縮室

吐出切 り欠 き

吐出管

圧縮機

'« 器

膨張機構

蒸発器



請求の範囲

冷媒 と冷凍機油 を密封 し、前記冷媒は、組成中に炭素の二重結合 を有

す るハ イ ドロフル ォ ロォ レフ イ ン、 あるいはハ イ ドロフル ォ ロォ レフ

イ ン をベ ー ス 成分 と し、二重結合 を有 しないハイ ドロフル ォ ロカーポ

ンとの混合物のいずれか と した ものであ り、前記冷凍機油中にベ ンゾ

トリア ゾ一ル、ジアルキル ジチォ リン酸亜鉛類、ジアルキルセ レン、

金属 フ エネー ト類、有機窒素化合物類の うち少な くとも 1 種 を含有 し

た圧縮機。

前記冷凍機油中にア ミン系酸化防止剤 を含有 させた請求項 1 に記載の

圧縮機。

前記ァ ミン系酸化防止剤 は、フエニル —アル ファ—ナ フチルァ ミン、

ジアルキル ジフエニルァ ミンの うち少な くとも 1 種 と した請求項 2 に

記載の圧縮機。

前記冷凍機油中にフエノール系酸化防止剤 を含有 させた請求項 1 に記

載の圧縮機。

前記 フヱノール系酸化防止剤 は、 2 , 6 —ジ—ター シャ リ_ _ ブチル

—パ ラク レゾ一ル （D B P C ) 、 3 —ァ リールべ ンゾフラン一 2 —ォ

ン （ヒ ドロキシカルボ ン酸の分子内環状エステル）の うち少な くとも

種 と した請求項 4 に記載の圧縮機。

前記冷凍機油中に硫黄 りん系酸化防止剤 を含有 させた請求項 1 に記

載の圧縮機。

前記硫黄 りん系酸化防止剤 は、ジベ ンジル ジサル ファイ ド、ジセチ

ルサル ファイ ド、ジアルキル ジチォ りん酸亜鉛、ジァ リル ジチォ りん

酸亜鉛 （Z n D T P ) の うち少な くとも 1 種 と した請求項 6 に記載の

圧縮機。

前記ハイ ドロフルォ ロォ レフインをテ トラフルォ ロプロペ ン （H F O

2 3 4 y f ) と し、ハイ ドロフルォ ロカ一ポ ンをジフルォ ロメタン

( H F C 3 2 ) とペ ンタフルォ ロェタン （H F C 1 2 5 ) との いずれ



か一方又は両方 と し、冷凍機油 をポ リビニルエーテル類、ポ リオール

エステル類 あるいはポ リアルキ レング リコール類のいずれか と した請

求項 1 〜 7 の いずれか 1 項 に記載の圧縮機。

[請求項9] 冷媒 を圧縮、凝縮、膨張、蒸発 させ る冷凍サイクル を形成す る冷凍サ

ィクル装置 において、請求項 1 〜 8 の いずれか 1 項 に記載の圧縮機 を

用 いることを特徴 とす る冷凍サイクル装置。
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